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奥田幸助・高堂俊禰編著
『経営参加と労働組合』
角谷登志雄
1. 
最近， 「経営参加」の問題が種々の角度から活発に論議されるようになっ
た。それは，古くして新しい問題である。従来，経営学においては，労務管
理論のなかの労使関係論の分野において，この問題が直接にとりあげられて
きたが，同時に，労働組合論ないし社会政策論においても，一つの独自的な
研究項目をなしてきた。ところで， 70年代後半以降における国家独占資本主
義の諸矛盾の深まりのなかで，長ぴく経済不況や失業問題の深刻化，労働運
動や政治情勢のあらたな展開などに対処するため，一部の独占的大企業の資
本家・経営者のあいだで，あらためて，この問題のもつ意義と役割がみなおさ
れるようになった。また，他方の労働者・労働組合の側においても，その一
部で，企業経営への積極的な発言や参加をもとめる主張と動きがでてきた。
いうまでもなく，この「経営参加」は，特定の歴史的な背景と一定の具休
的な内容をもった資本主義の経済・経営・労働の問題として生成し，制度化
されてきたものである。そして，それは，基本的には，国家独占資本主義体
制を維持し強化するための資本家的対応策の一つであると同時に，特定の性
格をもった労働組合の運動形態の一つでもあったことは，すでに多くの論者
によって指摘されているとおりである。
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ところで，今日における経済的＝政治的危機を民主的に解決し，政治革新
を実現するための重要な方途として，経済民主主義，民主的変革の課題が民
主的勢力によって提起されている。その具休的な政策やプロセスを論議し実
硯しようとするとき，それとの関連において，この「経営参加」の問題が，
労資関係の結節点の一つとして，また，企業経営の民主的変革の重要な一環
として注目されるようになったのは，当然のことである。ひるがえって，社
会主義諸国においても，種々の社会的な諸要因にもとづいて発生した生産の
停滞や経済‘‘危機”に対処するため，その経済運営や企業経営の改革と結び
ついて，労働者の「管理参加」の問題が検討され，具体化されつつある。
もちろん，新しい民主的変革の政策としての企業＝労働対策，あるいは社
会主義国における「管理参加」を，上記のような資本主義諸国の“体制的”
な経営参加と無条件的に同一視することは適切ではないであろう。しかしな
がら，歴史的な転換期（変革期）に直面している現代の経済・経営・労働の
実態を客観的に分析し，科学的理論を創造的に発展させるためには，この概
念をより広くとらえ，総休的に再吟味し，より豊かな内容のものとして再構
築することが必要であろう。
そのような試みは，今のところ，まだ萌芽的ではあるけれども，すでに一
部でうまれつつある。たとえば， 1983年3月に刊行された奥田幸助・高堂俊
禰編著『経営参加と労働組合』（関西大学経済・政治研究所「研究双書」第
51冊，関西大学出版部発売）はその数少ない一例といえよう。本書は，関西
大学経済・政治研究所に属する共同研究グループ「経営参加問題研究班」に
よる研究成果である。同グループは，さきに，経営参加の問題を経済運営と
企業経営の立場に即して，民主的と効率化とをいかに両立させるか，という
観点から共同研究をとりまとめ， 発表した。すなわち，『経済民主主義と経
営参加』（関西大学経済・政治研究所「研究双書」第44冊， 1981年， ミネル
ヴァ書房発売）が，それである。
本書は，以上のような共同研究の成果の2回目の発表ということになるわ
けであるが，その意図は，編者によって，つぎのとおり明確にのぺられてい
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る。すなわち，第1回の研究において追及した「経営参加」の諸問題を，今
回は，労働組合ないし労働者組織の主体的立場に即して，より深く検証しよ
うと試みたものである，とされる。
この経営参加の問題についての労働組合や労働者組織の反応や活動は，そ
れをとりまく具休的な社会的・経済的諸条件と，労働者，ないしその組織の
側の主体的条件に規定されて硯象する。経営参加をめぐって，歴史的に，と
きに労資間の取組みが具体化し積極化し，またときには沈滞する，というよ
うな繰返しの傾向がみられたが，それは，それらの背景に一定の共通の契機
が存在したことを意味している。そして，それは，まさに労資関係の歴史的
な表現にほかならない。本書は，以上のような問題意識にもとづいて，いく
つかの主要な国ぐにの特徴的な諸事情をふまえつつ，さきの諸事項を検証し
確認しようとしたものである。そして，具体的には，それらの主要な国ぐに
にの歴史的な状況をふまえて，労働組合と経営参加とのかかわりについて，
その社会的な背景，その形態・性格，その歴史的な限界などを追跡し，とく
に経済や経営の民主的にかかわる労働者の組織の主体的な立場や力量につい
て論究した，とされている。
そして，そのような接近方法によって，経営参加をめぐる労働組合の対応
の実態を追及しながら，資本主義制度のもとにおける労資間の本質的な対抗
関係の諸現象をあらためて認識し，また，他方では，社会主義体制下での労
働者組織の任務と課題を吟味し掌握することによって，今日のわれわれに問
われている転換期における諸問題にこたえる一助ともなることを願ってい
る，と付記されている。
評者は，これまで，企業労務・労務管理の問題，資本主義から社会主義へ
の移行にかかわる企業経営の諸問題などについて，個人的，あるいは共同的
に，さやかな研究をつづけてきた。その場合，重要視してきた視点・方法の
一つは， 経済・企業（資本）と労働・労働組合との関係についての主体的＝
客観的な把握という問題であり，それと資本主義の根本矛盾との関係につい
ての分析ということであった。 そして， 具体的には， 本書でとりあげてい
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る，この「経営参加」と民主的変革とにかかわるの問題であった。そのよう
な経緯から，前回の研究書の概要を念頭におきつつ，本書の内容の一端を紹
介するとともに，若干の感想をのべることといたしたい。
2. 
本書の全休は， 7章からなる。しかし，その内容的な構成からいえば，そ
れは，国別に三つの部分に大別することができよう。すなわち，まず，経営
参加と労働組合の諸問題を資本主義国の代表であるドイツとアメリカについ
て，それぞれ第 1 章•第 2 章，およぴ第 3 章•第 4章でとりあげ，つぎに，
社会主義国の代表であるソビエトと新しい「型」のユーゴスラビアについて
第5章と第6章で考察し，最後に，日本におけるそれを第7章であつかう，
という形をとっている。
その各章別の構成とそれらの執筆者をしめせば，つぎのとおりである。
第1章 ドイツの社会組合ー一その生成と展開ーー 大塚忠
第2章 ドイツ自由労働組合における経済主義路線の形成
―ドイツ経済民主主義論の発展ー一 大橋昭一
第3章 GM労働組合の成立過程 井上昭一
第4章 モチペーション・満足，賃金および参加 奥田幸助
第5章 ソ連邦における経営参加と労働組合 藤井茂
第6章 自主管理と労働組合 長砂賓
第7章 わが国における経営参加問題と
「自主管理活動」の展開 高堂俊禰
執筆者は，いずれも関西大学の経済学部・商学部・社会学部所属の社会政
策・経営学・経営史・経営管理論・経営労務論・社会主義経済論・社会主義
企業論などの研究者（ただし， うち 1名は大学院委託研究生）であり，さら
に同大学の経済・政治研究所の研究グループに結集している人々である。
なお，本書の構成と内容を紹介するうえの便宣から，つぎに，さきにふれ
た第1回の研究成果（『経済民主主義と経営参加』）の構成をかかげておくこ
ととしよう。
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一序 章…・・・経済民主主義と経営参加の基本的諸問題；第1章……経済民
主主義論の生成；第2章……経済民主主義の諸問題；第3章……「労働委員
会」の成立；第 4 章…••アメリカにおける参加的経営管理論の特徴；第 5 章
……アメリカの経営参加；第6章……ユーゴスラビアにおける連合労働組織
の自主管理；終 章…・・・経済休制と経済民主主義。
まず，本書の各章の内容を簡単に絡介することにしよう。一一
第1章ー一いわば狭義の「経営参加」の歴史的な“先進国”ともいうべき
ドイツについて， 1900年代の初期における会社組合の生成の歴史をあとづ
け，それをつうじて，会社組織がもっていたイデオロギー的な性格を浮彫り
にしている。この会社組合運動は，ほかの労働組合組織とのあいだの政策上
の協力関係をうみだし，そして， ワイマール期には，産業のレベルでの協約
休制を基礎にし，会社ないし工場のレベルでの労働者委貝会（または経営協
議会）で協約関係を補完する，という労資関係をきずくうえで大きな動因の
一つとなったものである。 H．ヘルクナー ， A．ヴェーバー，左派労働組合，
社会民主党の理論家などの見解の検討を媒介項としつつ，その歴史を労資関
係を念頭におきつつ分析している。そして，この会社組合がドイツの労働組
合による企業の経営権への浸透にたいする歯止めの役割をになわされてきた
ことを指摘している。
その全休は， その歴史的な背景 (I)， その発端としてのMANアウグ
スブルク工場，ジーメンス＝コンツェルン＝ベルリン工場，クルップ＝エッ
セン鋳鋼工場の事例をとりあげ（l[~V)，その全国化の挫折と帰結をのベ
(ll)，最後に， 1918年の革命後の会社組合運動の終末を指摘して結ぴとす
る，という構成になっている。
第 2 章—本章の執筆者は，前書の序章と第 1 章で，経済民主主義と経営
参加の基礎理論およびドイツにおける経済民主主義論の生成について考察し
ている。この経済民主主義論は，ワイマール期にさかんになったが，本章で
は，それを， 1925年にブレスラウで開催されたドイツ自由労働組合の第12回
大会での経済民主主義めぐる諸論議に最終的な焦点をあて，それにいたる歴
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史的かつ理論的なプロセスを解明している。 そして， その理論的背景とし
て，周知のR.ヒルファディングとK．ツゥインクの経済民主主義論をとりあ
げ，あらたな視点から批判的に考察している。 ドイツにおける経営参加・共
同決定を軸とする労働組合による経済民主主義の主張は，とりわけ第一次世
界大戦後の革命的高揚の時期において，資本にたいする労働の側の攻撃とし
て，そして，資本の側における社会主義革命の回避の防衛策・譲歩策として
うまれ，採用されたものである。しかし， 1924年以後の相対的安定期におい
て労資の立場は変化し，労働の側は防衛的な立場におかれるようになった。
そのような状況のもとで自由労働組合の経済志向＝経済民主主義路線が登場
したのであった，と結論づけている。
以上のような視点から，本章では，まず，ヒルファディングの「組織され
た資本主義」と経済民主主義の主張(][)，ツゥインクの「経済主義的生産
協力的」経済民主主義論 (Il), 1925年の自由労働組合第12回大会における
経済民主主義論 (lV)をとりあげ，それらを前書の論文との関連において総
括している。
第3章一ーアメリカにおける経営参加は，前章のドイツのそれとは，色々
な点で大きくことなっている。同国において，そのような経営参加に一時期
を画したのは，産業別労働組合の発展によってである。それは，会社従業員
の全体に適用される労働条件のみならず，産業一般にかんする運営事項にま
で，その交渉力をおよぽし，それによって，いっそう広範な経営の諸領域に
わたる影響を行使しうるようになった。そして，多数の労働者を，この産業
別労働組合に結集させていく契機になったのが，ゼネラルモークーズ(GM)
労働組合の成立であった。本章では，このGMの労働者たちの組織化の過程
が克明に描かれている。ニ ディール期における労働組合主義が高揚した
時期に，アメリカの，そして世界の最大の自動車独占資本であるGMに産業
別組合会議 (CI0)系の全米自動車労組 (UAW)の組織化が成功してい
たのである。その歴史的な背景と過程と実態は，一体どのようなものであっ
たのか—―ー。
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そこで，本章では，硯在のアメリカの労働組合の経済闘争至上主義，いい
かえれば「階級的・革命尖兵の性格」を喪失した実態を念頭に， GM労働組
合について，その組織化の前夜 (II)，その組織化の展開（皿），労働組合の
結成 (lV) という三つの過程にわけて考察している•O
第4章一一前章につづいて，この章では，いわばアメリカ型経営参加をと
りあつかっている。アメリカでは，伝統的な人間関係論や労使関係論にたい
して，新しい行動科学的な考え方もさかんである。いうまでもなく，歴史的
にも，実際的にも，労資間の対立・交渉における基本的な問題，したがって
団体交渉の重要な付議事項の一つは，賃金をめぐるものである。だが，それ
にもかかわらず，，この賃金の問題は，ひところ，一部の「行動科学」の研究
者たちによって，それが従業員（労働者）のモチペーション（動機づけ）や
満足におよぽす効果という理由から主観的に軽視される，という傾向がみら
れた。ところが，最近になってまた，かれらのあいだで，その重要性，つま
り労務管理の一形態である賃金管理への従業員の参加が提唱されるようにな
った。本章では， その論拠を概観し， その理論の意義と限界を指摘してい
る。すなわち， そのような「参加論」に言及している論者， 主として， V.
H．ヴルームと E.E．ローヤーの見解をとりあげ， それらを媒介項として問
題への接近をはかり，モチベーションの期待理論と参加 (II)，給与（賃金）
の重要性（皿），業績給与制度と参加 (lV)，給与満足と参加 (V)にわけて
展開している。
第5章一ーすでにふれたように，近年，社会主義諸国においても，労働者
の社会主義的経営参加，つまり「管理参加」の問題がクローズアップしてき
た。それは，経済運営・企業経営と労働者・労働組合とのかかわりの問題の
一環をなすものである。もちろん，それは，第1章から第4章までにおいて
考察されている資本主義諸国にみられる経営参加とは，その性格も内容も，
したがってその本質も，歴史的・経済的に，大きく相遮している。
ところで， ソビエトの場合は，次章であつかうユーゴスラビアの場合とは
ことなって， その経済運営と企業経営は国家的かつ専門化的な色彩がつよ
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い。本章は，そのようなソビエトの社会主義経済制度のもとにおける管理参
加について，その主要な機関である常設生産協議会の艇生の歴史，その構成
と活動，労働組合の役割，それらにかんする諸問題などをあきらかにしてい
る。
すなわち， まず，国民経済管理の組織構造と労働組合 (Il)，管理参加の
歴史的な変遷の過程 (l1)，管理参加の現状と課題 (1V)などについて， 考
察している。そして，常設生産協議会が「自立した管理機関」に転化してい
くかどうかという点については即断できないが，現在は，従業員集団に「決
定権」を移譲していく過渡的な段階にある，と結論づけつつも，同時に，そ
こにまた重要な困難も伏在していることを指摘している。
第6章一ーよく知られているように，ユーゴスラビアは，社会主義諸国の
なかでもユニークな政治的・経済的・社会的諸制度を採用している。 とく
に，その自主管理は，連合労働組織（企業）による経済・経営の民主化の一
つの形態として制度化され，その実際と動向は国際的にも注目されている。
本章は，上記のソビエトの場合とはことなった同国の社会的・労働者的な
管理形態との関係で， この自主管理を考察している。すなわち，「ユーゴ型
社会主義」のもとでの労働者の役割，その組織構成や機能などの実態を考察
し，それと自主管理との関連をソビエトの経済運営・企業経営の実態や理論
との対比を念頭に分析している。執筆者は，すでに，前書の論文において，
経済体制と経済民主主義についての考察（終章）と関連づけて，このユーゴ
スラビアの自主管理の実態についても，かなりくわしくとりあげている。し
たがって，•本章では，それを前提に，また，執筆者のソビエト経済について
の専門的な研究と見識を基礎に，レーニンの諸命題について，その歴史的・
社会的な背景を配慮しながら，その現代的意義を積極的にコメントしている
のである。
すなわち，かなりのスペースをさいて社会主義のもとでの労働組合の任務
についてのべ (Il)，ついで， それとの関連においてユーゴスラビアの労働
組合を考察し (l1), 「あとがき」 (1V)で， それらを総括しつつ，所見を提
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起している。「ソ連型」．社会主義とこのユーゴスラビアの社会主義との比較
をのぺ，後者の動向に注目すべきことを主張すると同時に，それがはらんで
いるいくつかの問題点をも，あわせて指摘している。
第 7 章一~本書の形式からはいえば「終章」ということにはな
っていないが，しかし，全休の実質的な構成からするならば，そのように考
えることができよう。
ところで，本章では，発達した資本主義国である日本にたちかえり，国家
独占資本主義の政治的・経済的な諸矛盾の深まりのもとで，経営参加の問題
の歴史的かつ階級的な性格を浮きあがらせている。 そして， それをふまえ
て，とくに現代日本の基幹的な産業の一つであり， QCやZDなどを中心と
した小集団活動を業界ぐるみで積極的に推進してきた鉄鋼業と，その独占的
大企業をとりあげ，その経営組織における末端の職場での自主管理活動を考
察し，その普及が必然的にいくたの矛盾をはらみ，広げつつあることを指摘
している。
その論述は， 日本における経営参加の歩み (I)， 日本的な職場参加制度
(Ill)についてのべたあと，一転して，執筆者の最近の研究である鉄鋼業に
おける企業労働の分析をふまえ，そこでの「自主管理活動」の展開について
ふれている。
3. 
本書は，個人の単独の研究書とはことなり，多くの執筆者による共同研究
書である。したがって，編者の配慮にもかかわらず，執筆者個人の関心や問
題意識，あるいは方法論などの相遣に由来して，各章の内容や表現などにお
ける若千のばらつきが生じているのはやむをえないことである。また，評者
の側においても，各章の個別的な内容の細部について専門的な知識をもって
いるわけではない。さらに，この共同研究がいつまで，またどのような形で
続けられるものか，その全休計画は，評者には不明である。それゆえ，本書
にたいする評価や感想は，必然的に，個々の章についてではなく，全体に共
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通する性格なり内容を評者の関心にひきよせて云々することにならざるをえ
ない。さらに，その問題点と思われる事項についても，そのほとんどは，本
書の「はしがき」で，すでに的確に認識され自覚されているものである。そ
れゆえ．以下の指摘は，いわば“蛇足”であり，その追圏におわっているとも
考えられる。そのことを前置きしたうえで，あえて，いくつかの事項をあげ
てみることにしよう。
(1) 経営参加の問題が種々の分野を専攻する研究者たちの共同研究として
進められていることは，社会的に重要な意味がある。すでにふれたように，
「経営参加」問題を経営学や社会政策や社会主義経済論などの研究者たちが
共同して究明するという事例は， これまで少なかったように思われる。 ま
た，この問題のように，多面的であり，歴史的な経緯をもつ研究対象につい
ては，個人の研究では十分な成果をおさめることが困難であり限界がある。
それゆえに，これらの点にかんして，本書の執筆者たちが統一テーマにした
がって長期間にわたって共同研究を進め，しかも経済・経営のレペルから職
場のレベルまでわたる広い範囲におよぶ問題を学際的にとりあげ，その成果
を前回につづき 2回にわたって研究書にまとめられたことは，この問題の科
学的研究の発展にとって貴重な学問的営為であるといえよう。
なお．以上の評価を前提としたうえで，一部の章の構成と内容において，
「はしがき」で強調されている「歴史的・実証的な分析をふまえた理論の展
開」という本書全体の意図とのあいだに，あきらかな‘‘ずれ’'がみられると
いう事実も，率直に指摘しておかなければならないであろう。
(2) 資本主義のもとにおける経営参加を中心としつつも，社会主義諸国に
おける「管理参加」問題をも広く研究対象としてとりあげていることは，本
書の大きな特徴となっている。資本主義国における経営参加にかんしては，
肯定的にか，それとも批判的にか，という立場の相遮はあったにせよ，これ
までもかなり多くの研究がなされてきた。しかしながら，社会主義国にかん
しては，いわゆる「経営参加」問題は，一部の国ぐにをのぞいて，これまで
直接に問題とされることは少なかったといってよい。この点にかんして，本
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書では，今日の社会主義諸国が直面している経済運営と企業経営の実態，ぉ
よび従来の支配的な諸見解にたいする批判的な認識を前提に，積極的な視点
が提示されていることは，たいへん注目されるのである。とくに，現在，国
際的な注視をあびつつあるポーランドの深刻な事態について，つよい関心と
問題意識を秘めながら， ソビエトとユーゴスラビアの労働組合と経営参加の
関係という新しい問題の分析をつうじて，いわゆる「レーニン的原則」につ
いても大胆な指摘がなされていることなどは，評者も同感する点が少なくな
く，本書の研究書としての価値を高めるものといえよう。
(3) いうまでもなく，この経営参加の問題は，歴史的にもいくたの激しい
論争をともなってきた難問の一つである。しかも，経済民主主義や民主的変
革の具体的な理論的かつ実践的な課題に緊密にむすびついている。このよう
な性格の問題に自主的・科学的に接近するためには，歴史的かつ実証的な研
究を積みあげることが必要である。本書は， それを， 主要な国ぐにについ
て，多くの諸文献をつうじて，かなり丹念に，そして地道に進めている。た
だし，それらは，社会主義国の場合をのぞいて，第二次世界大戦前が中心と
なっている。しかし，その後の歴史的な経過と実態についても分析の対象を
広げることが，ぜひとも必要なことであろう。
(4) 前書にくらべて，本書では， 日本における実態と理論を対象としたカ
作が加えられている。日本のそれをふくめるということは，共同研究の意図
と主体的立場からみて，当然のことではあるが， しかし一定の前進といえよ
う。ただし，前後2回にわたる研究報告をあわせてみるとき，資本主義諸国
における経営参加の研究対象は， ドイツとアメリカに重点がおかれているよ
うにみうけられる。しかし， もしそうでないのであれば， 日本における経営
参加についても， さらに深く分析される必要がある。西欧諸国，ことにドイ
ツなどとことなって，絶対主義的天皇制が支配し，近代的労資開係が存在し
ていなかった戦前の日本の場合には，いわゆる経営参加は存在しなかったと
いってよいであろう。しかしながら，第二次世界大戦後においては，大いに
事情が変化した。そして，いわゆるカッコ付きではあるけれども，一時期，
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経営参加制度がかなりの大企業において採用された。その実態を，政治・経済
の動向との関係において産業別に解明するという課題がある，といえよう。
(5) 本書は，すでにふれた第1回の共同研究書とはことなり，その形式的
な構成上からは，とくに序章も，また終章も，もうけられていない。国別の
考察，資本主義国と社会主義国との関連，過去と現在の実態の比較などの研
究をつうじて，それらの理論的な総括が必要であり，また望まれるところで
ある。もちろん，この課題は，たいへん困難な性格のものである。早急な結
論づけはさけ， むしろ慎重にしなければならないであろう。本書での研究
は， 「国別のアプローチをつうじてであって， かならずしも，全体として統
ーされ，系統的なものとはなっていない」と「はしがき」は謙虚にのぺてい
る。したがって，その点を繰り返えすのはさけるとしても，共同研究の過程
において，一定の到達段階での理論的な中間総括，共通認識をまとめておく
ことはやはり必要なことであり，それをしめしてほしかった，と考えるもの
である。
(6) 本書は，経営参加を労働組合との関連において考察している。したが
って，労働組合ないし労働者組織の問題が中心となるのは当然のことであろ
う。しかしながら，経営参加は，労資間の階級的な相互関連，すなわち対立
と協調という関係において，労働組合ないし労働者組織などの主体的条件を
問題とすると同時に，その対極である資本家ないし経営者の側，あるいは資
本家団体の“主体的”政策，その公然・非公然の対組合諸活動の実態などに
ついても，客観的に把握することが大切ではなかろうか？ 労働組合そのも
のの性格・政策などの一般的な分析は，本書の対象外であるとしても，労働
組合と経営参加をめぐる右寄りの社会民主主義的な労働組合（労資協調的労
働組合）の存在と役割についての分析は，本書の基本的な課題とけっして無
関係なものではないであろう。また，それとの関係において，独占企業ない
し独占企業集団（金融資本）の経営政策や対労働者対策の検討も必要ではな
かろうか，と思われる。
(7) 経済民主主義，大企業にたいする民主的規制など，民主的勢力からす
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る諸政策とこの「経営参加」との関係をどのようにとらえたらよいであろう
か？ー一この点については，本書ではかならずしも甲確をとりあげられては
いない。もちろん，前書をみれば，そのことが十分に意識されていることは
わかる。 また， 本章の「はしがき」でも，ごく簡単にではあるが，「今日の
われわれが問われている転換期の諸問題に応える……」とふれられている。
けれども，その問題をより具体的に究明するためには，たとえば，本書で対
象としたドイツやアメリカとともに，新しい「経営参加」の型がみられるフ
ランスやイタリアなどの諸国の実態についてもとりあげることが望まれる。
初めにふれたように，経営参加問題にかんしては，従来，労資協調的な労
働組合においてかなり積極的な取組みがみられたけれども，それとは対照的
な労働組合や民主的勢力の側では，概して，消極的な姿勢ないし回避の傾向
がつよかった。もちろん，それには，一定の社会的・客観的な理由があった
のであるが， しかし， 新しい歴史的状況は， その克服と前進をもとめてい
る。したがって，そのための有効かつ適切な経営参加問題についての科学的
理論が構築されなければならない。その点において，本書は有意義な成果を
しめすものといえる。そして，さらに，その共同研究が，上記のような課題
にむかって，いっそう進められることを期待するものである。
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